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第１章 総  則 

１ 業務目的 

本業務は、福山市沼隈清掃工場解体工事に当たり、ダイオキシン類、重金属類、石綿

（アスベスト）、騒音、振動及び粉じん等について各種法令等に準拠した対策を講じなが

ら、安全で適正な工事を行うための解体工事発注仕様書等を作成するものである。 

 

２ 業務名称 

福山市沼隈清掃工場解体工事発注支援業務 

 

３ 業務場所 

福山市沼隈町常石東山１３４－１ 

 

４ 履行期間 

契約締結の日から、２０２６年（令和８年）３月３１日までとする。 

 

５ 適用範囲 

本仕様書は、福山市（以下「本市」という。）が行う「福山市沼隈清掃工場解体工事発

注支援業務」に適用する。業務の内容及び範囲は、「第２章 業務内容」のとおりとす

る。 

 

６ 関係法令等の遵守 

業務の実施に当たっては、次に掲げる関係法令とその施行令、施行規則及び通達、条

例等を遵守することとする。 

(1) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

(2) 環境基本法 

(3) 労働安全衛生法 

(4) 都市計画法 

(5) 建築基準法 

(6) 消防法 

(7) 水質汚濁防止法 

(8) 大気汚染防止法 

(9) 騒音規制法 

(10) 振動規制法 

(11) 悪臭防止法 
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(12) ダイオキシン類対策特別措置法 

(13) 廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱 

(14) ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法 

(15) 資源の有効な利用の促進に関する法律 

(16) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

(17) 広島県生活環境の保全等に関する条例 

(18) 石綿障害予防規則 

(19) その他関係法令及び関係基準等 

 

７ 業務管理 

(1) 受注者は、業務の円滑な推進を図るため、十分な経験を有する管理技術者を配置 

しなければならない。 

(2) 管理技術者は、監督員の指示に従い、業務全般にわたり技術上の管理を行わなけれ   

ばならない。 

(3) 配置する管理技術者は、技術士法（昭和５８年法律第２５号）における技術部門の

中で、衛生工学部門（選択科目「廃棄物・資源循環」に限る。）、建設部門（選択科

目「建設環境」に限る。）又は総合技術監理部門（選択科目「衛生工学一般」及び「廃

棄物・資源循環」又は「建設一般」及び「建設環境」に限る。）に合格し、同法によ

る技術士の登録を受けている者、又はシビルコンサルティングマネージャ（ＲＣＣ

Ｍ)の登録部門の中で「廃棄物」部門又は「建設環境」部門での登録を受けている者

であること。 

 

８ 資料の提供 

本業務を実施するに当たり、必要な資料の収集は、原則として受注者が行うこととす

るが、現在、本市が所有し業務に利用できうる資料（沼隈清掃工場工事関係書等）は、

それを貸与する。この場合、貸与を受けた資料については、リストを作成のうえ、本市

に提出し、業務完了と同時に返納しなければならない。 

 

９ 秘密の保持 

業務の遂行上知り得た情報については、守秘義務を厳守することは基より、公共事業    

という認識と責務を果たすこと。 

 

１０ 調査のための立入及び補償 

(1) 業務を実施するため、公有地又は、私有地に立ち入る場合は、関係者と十分な協議  

を行い、業務が円滑に進捗するように努めなければならない。なお、やむを得ない 

理由により現地への立入が不可能となった場合には、直ちに監督員に報告し、協議    
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しなければならない。 

(2) 関係法令等に規定する身分証明書を携帯し、関係者の請求があった場合には、これ   

を提示しなければならない。 

(3) 業務に伴う立入調査のため、補償の必要が生じた場合には、別途その扱いを協議す 

る。 

 

１１ 業務の完了 

(1) 受注者は、業務完了に当たり、成果品のほか、業務完了届、委託成果物引渡し書 

を提出するものとする。 

(2) 受注者は、業務完了時に本市の業務完了検査を受けなければならない。その結果、    

訂正を指示されたときは、直ちに訂正しなければならない。 

(3) 業務完了後も、発注者からの質問に対応しなければならない。また、明らかに受注 

者の責に伴う不備が発見された場合、受注者は直ちに当該業務の修正を行うこと。 

 

１２ 特記事項 

(1) 業務の円滑な推進を前提に、常に綿密な連絡を取り、定められた期間内に業務を  

完了すること。 

(2) ２０２５年（令和７年）３月１０日までに解体工事計画を作成し、提出すること。 

(3) ２０２５年（令和７年）８月３０日までに解体工事予算要求用資料を作成し、提出    

すること。 

(4) 業務の遂行上必要な官公庁等への協議を行い、報告すること。 

(5) 設計期間中の設計図書内容の見直し、修正等については、業務の範囲内とする。 

(6) 工事実施に当たり、設計内容上の疑義が生じた場合、その問い合わせに対し、十分  

な対応を行うものとし、現地の立会等必要が生じた場合は、担当者を派遣すること。 

(7) 現地調査を行う場合は、開錠等事前に監督員と協議すること。また、必要な機材に  

ついては受注者が用意し、十分な安全対策を講じること。 

(8) 成果品は、全て発注者の所有とし、発注者の承諾を受けずに他に公表、貸与又は使  

用してはならない。  

(9) 本仕様書の記載事項及び業務遂行上の疑義が生じた場合は、本市と協議するものと 

する。 
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第２章 業務内容 

１ 解体工事発注仕様書等作成 

(1) 現地調査、資料調査、現地状況の調査や既存施設図面等の調査を行い、本仕様書へ   

反映させる。 

 

(2) 見積設計仕様書の作成、各種法令等に準拠した解体工事の見積設計仕様書を作成し、  

発注者の承諾を得る。見積設計仕様書の内容は、次の内容を基本とするが、詳細は  

発注者との協議により決定する。  

ア 工事仕様書  

イ 工事設計書（見積内訳書）書式  

ウ 図面を作成する場合は、ＣＡＤデータはＪＷＷ形式とし、他形式から変換する場

合は図面・レイヤーの崩れ、文字化け等を修正する。 

エ 土木建築数量、機械(プラント設備・建築設備)数量、電気・計装設備数量、残留

物数量 

オ 石綿除去工数量  

カ ダイオキシン類・重金属類除染工数 

キ 環境調査等数量  

 

(3) 主な解体施設（詳細は、別紙及び図面による。） 

・ 焼却棟 

・ 管理棟 

・ 計量棟 

その他 機械設備類、工作物、外構、地中埋設物、煙突 等  

 

(4) 焼却施設解体工事計画の策定 

本市が提供する「アスベスト・ダイオキシン類等事前調査結果（2023 年度）」等に基  

づき、焼却施設解体工事計画を策定する。本計画では、次の項目について検討を行  

う。 

《主な検討項目》 

・ 解体作業分類の決定 

・ 解体作業管理区分の設定 

・ 解体対象施設周辺設備の状況 
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・ 解体工事の工法検討（保安林内での作業を含む。） 

・ 工事工程 等 

(5) 解体工事数量の積算 

既存図面等を参考に解体工事の参考数量の積算を行う。 

 

(6) 見積仕様書の作成 

前項で策定した焼却施設解体工事計画に基づき、見積仕様書及び見積設計図書比較   

検討書を作成する。 

見積仕様書に記載する事項は、次のとおりである。 

《見積仕様書への記載事項（例）》 

•  総則 

•  解体施設の概要 

•  事前調査（必要に応じて） 

•  汚染物除去 

•  洗浄 

•  機械設備撤去工事 

•  土木建築構造物解体工事 

•  調査・測定業務 

•  その他工事条件 

•  廃棄物の処理・処分 

    ※ 工事種別、区分等については打合せにより決定する。 

 

(7) 工事価格の積算等 

前項で作成した見積仕様書に基づき、解体工事の見積設計図書及び参考見積を３社 

程度から取得し、他都市等の事例調査を踏まえて解体工事価格の積算を行う。 

 

(8) 発注仕様書の作成 

前項で取得した見積設計図書に基づき、必要に応じて、見積仕様書への記載事項の  

検討を行い、最終的な解体工事の発注仕様書を作成する。 

 

２ 解体検討における留意事項  

(1) 工事における安全衛生管理について考慮すること。       

(2) 工事用電力、工事用水の確保について考慮すること。  

(3) 廃棄物の適正処理及び再資源化について考慮すること。  

(4) 工事は敷地内を地中部含め全て撤去・整地とすることを目的とし、杭、地下ピッ 
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ト及び地下配管・配線等の撤去並びに撤去後の埋戻し、最終的な整地について考慮 

すること。  

(5) 工事動線について考慮すること。  

(6) 土壌汚染対策法による調査には該当しないが、土壌汚染調査等の実施について考 

慮すること。 

(7) 当該施設に残置されている日用品、焼却灰、油等の除去及び処理等について考慮 

すること。 

(8) 大気汚染防止法第 18 条の 15 に規定される特定粉じん排出作業等の実施について 

考慮すること。 なお、これまでに実施した建材石綿調査結果を参考資料として提    

供する。 

(9) プラント設備に使用しているパッキン及びガスケット等の石綿含有産業廃棄物 

としての処分について考慮すること。  

(10) 廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱に規定され 

るばく露防止対策、作業環境測定等の実施について考慮すること。  

 

３ 受注者の責務  

   受注者は、業務の意図及び目的を十分理解したうえで業務等に適用すべき諸基準に適

合し、所定の成果を満足するような技術を十分に発揮しなければならない。また、コン

サルタントとしての中立性を保持し、公正・公平に本業務を遂行するものとする。  

  

４ 業務計画書  

受注者は、本業務受注後、速やかに業務計画書を提出し、発注者の承諾を得るものと

する。また、業務計画書には工程表を添付することとする。 

  

５ 履行状況の報告 

受注者は、一月毎に履行状況を発注者に報告するものとする。 

 

６ 成果品の提出  

次の事項を記載した「発注仕様書作成支援業務委託報告書」を紙媒体で２部、電子媒 

体（CD-R）で１部提出する。 

(1) 解体工事発注仕様書提案書 

(2) 見積設計図書等比較検討書（見積設計仕様書、各者見積設計図書を含む。） 

(3) 概算工事費、図面（ＪＷＷ及びＰＤＦ）、工事スケジュール、工事設計根拠資料共、         

見積書（比較書共）、他必要とする書類 
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(4) 参考資料（検討に要した資料等） 

(5) 議事録 

(6) 提出書類を補完するものとして発注者が求める書類 

 

７ 財産処分に係る資料作成 

解体を行う福山市沼隈清掃工場の財産処分の報告に伴い必要となる資料を作成す

る。 

 

８ 地元説明会向けの資料作成等 

地域住民に対する説明会を開催する場合、本市と協議のうえ説明会の資料を作成す

るとともに、説明会への出席など必要な事項について検討するものとする。 

 



別紙
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福山市

業務名称

業務場所
百万 千 円

・解体工事計画作成業務　～　一式

設計概要

数量 単位

直接人件費

1 式

直接経費

成果品 1 式

旅費交通費 1 式

直接原価

1 式

その他原価

1 式

業務原価

一般管理費等

1 式

業務価格

消費税等相当額 1 式

業務委託費

計 直接経費

　　　2024年度（令和6年度）

1.見積仕様書作成

小　計

式3.見積比較資料作成 1

1.解体工事計画作成

設　　計　　書

　福山市沼隈清掃工場解体工事発注支援業務

　福山市沼隈町常石東山１３４－１

設計金額

業務価格

消費税等相当額

内訳書　１-１

・解体設計業務　　　　　　　～　一式

集　　計　　表

名　称 単価（円） 金額（円） 摘　　　要

　　　2025年度（令和7年度）

5.財産処分承認申請

内訳書　2-１

直接人件費

2.見積徴収

計

4.発注仕様書作成

一般管理費等

小　計

計



 内　　　　訳　　　　書　　　　１－１

業  務  内  容 【2024年度（令和6年度）】解体工事計画作成

(1)  直 接 人 件 費

作 業 内 容 職種 主任技術者 技師長 主任技師 技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員

単価 計 備    考

1.解体工事計画作成 2.0 7.0 9.0 6.0 24.0

2.0 7.0 9.0 6.0 24.0

計

直 接 人 件 費 　計

 内　　　　訳　　　　書　　　　２－１

業  務  内  容 【2025年度（令和7年度）】見積仕様書作成、見積徴収、見積比較資料作成、発注仕様書作成、財産処分承認申請

(1)  直 接 人 件 費

作 業 内 容 職種 主任技術者 技師長 主任技師 技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員

単価 計 備    考

1.見積仕様書作成 4.0 9.0 10.0 9.0 32.0

2.見積徴収 1.0 2.0 2.0 3.0 8.0

3.見積比較資料作成 1.0 2.0 2.0 1.0 6.0

4.発注仕様書作成 1.0 3.0 5.0 4.0 13.0

5.財産処分承認申請 1.0 3.0 4.0

7.0 17.0 22.0 17.0 63.0

計

直 接 人 件 費 　計

一式

一式

一式

一式

一式

一式


